
天草市資格取得支援事業補助金
市内中小企業者における、人材育成の基盤の構築及び人材育成を促進することを目的として、従業員

が業務従事に必要な資格の取得や講座を受講する際の費用の一部を支援します。

補助対象者 補助率・補助上限

補 助率：１/２以内

補助上限：１５万円
１件の資格取得、講座受講につき１名あたり

＜申請・問合せ先＞

申請までの流れ
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◆資格取得日
※令和７年 4月1日
以降を対象

※資格取得、講習修了日の１２か月前から発生した経費が対象です。
※令和７年４月１日以降に資格取得、講習修了した資格が対象です。
※市税の納税状況については申請前に必ずご確認ください。
※審査から交付決定まで約２週間ほどかかります。
※追加で書類の提出等お願いする場合があります。
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郵送にて申請ください。

〒863-8631（住所記載不要）
天草市役所産業政策課 TEL：0969-32-6786

①
市内に本店を有する法人または住所を有する
個人事業者（中小企業基本法第２条第１項各
号に定める）で市内で事業を行っている者

② 市税に滞納のない者

③
従業員を従業員の補助対象資格等の取得日ま
たは修了日から申請日まで６か月以上継続し
て雇用し、申請日以降も引き続き雇用する予
定である者

④ 補助対象資格等の資格取得・講習受講に要し
た費用の支払いを行い、完了している者

以下の①〜④を満たす法人または個人事業者

※申請可能日‥雇用期間が資格取得から６か月以上経過後

令和８年３月３１日(火)まで
※予算の上限に達し次第、受付終了

提出期限

◇審査・交付

申請方法



必要書類

対象資格・講習 （詳細は交付要領（市ホームページ掲載）をご確認ください）

【様式】

※対象者ごと、資格又は研修、講習会ごとに作成が必要な書類があります。
申請は一度にまとめてすることができます。

①補助金交付申請（請求）書（兼実績報告書・
兼雇用状況証明書）（様式第１号の１）

②宣誓・証明書（様式第１号の２）
③事業報告書（様式第１号の３）
④補助対象経費整理表（様式１号の４）
⑤市税等納付状況調査同意書（様式第２号）

①資格取得または講座の修了を証明する
書類の写し

②補助対象経費にかかる領収書等の写し
③立替経費精算書（※必要に応じて）

【添付書類】

対象：国・都道府県が認定する資格
例）※以下は一例です。
●運送業など
大型自動車第一種免許、中型自動車第一種免許（限定解除含む）、準中型自動車第一種免許
（限定解除含む）、大型自動車第二種免許、普通自動車第二種免許、運行管理者、自動車整
備士、業務従事に必要な技能講習等

●建設業など
施工管理技士、土木施工管理技士、電気工事施工管理技士、管工事施工管理技士、電気通信
工事施工管理技士、建設機械施工管理技士、造園施工管理技士、配管技能士、冷凍空気調和
機器施工技士、建築士、電気工事士、建築設備士、大型自動車第一種免許、中型自動車第一
種免許（限定解除含む）、準中型自動車第一種免許（限定解除含む）、業務従事に必要な技
能講習等

●介護サービス業など
介護福祉士、介護福祉士試験の受験資格を得るための実務者研修、介護支援専門員実務者研
修受講試験、介護支援専門員実務者研修、業務従事に必要な技能講習等

●その他
食品衛生管理者、食品衛生責任者、理容師、美容師、中小企業大学校受講料

従業員が新たに取得・修了する、中小企業者が費用を負担した資格・技能講習等

補助対象経費

① 資格の取得・修了のための学習に要した
講座受講費用、教習費用、テキスト代、教材費

② 資格の受験・講習の受講に要した
受験料、受講料、検定料、証紙代、受験時に使用する専用道具の購入費用

③ 資格の免状等の登録・交付に要した
免許登録料、免状交付手数料、免許証交付手数料等の費用

④ 資格の受験・講習の受講のために要した公共交通機関を利用した交通費、宿泊費

注意点
※領収書の写しが必要です。 ※原則、中小企業者名宛ての領収書を添付ください。
※従業員名宛ての領収書がある場合は、従業員から中小企業者宛ての経費を受領したことが確認できる
領収書の写し等が追加書類で必要です。（天草市ホームページ掲載の「立替経費清算書」を使用くだ
さい。）


